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1．人員配置標準の見直しに係る診療報酬について  

1）現行の診療報酬上の評価の概要  

○ 診療報酬においては、医師や看護師等の配置について、医療法   

に規定する配置標準を採用して施設基準として設定している。（参   

考1、2）  

○ 具体的には、医師や看護師等に係る医療法上の人員配置標準を  

基準に、   

・入院基本料については、標準数を一定の比率以上欠く場合  

に減額を行うこと（参考3）   

1施設基準等の届出に当たり、標準数を一定の比率以上欠く  

場合には、新規届出及び上位区分への変更届出を受理しない  

こと（参考4）  

としている。  

なお、一定の比率は、複数の段階に分けて細かく定められてい   

るが、これら比率は、医療法において設定されているものではな  

い。  

○ また、医療法の標準敷から一定の比率を欠くため入院基本料の   

減額措置の対象となっている保険医療機関数は、平成16年の1   

年間において、40病院程度となっている。   



2）医療提供体制の改革の方向性について  

○ 社会保障審議会医療部会における、「医療提供体制に関する意   

見」では、人員配置標準について、医療法における現行の基準を   

緩和する方向性が示されている。   

平成17年12月2日 社会保障審議会医療部会「医療提供体制に関する   

意見」抜粋  

【医療施設の類型、医療施設に係る諸基準の見直し】  

＜人員配置標準＞  

○ 過疎地域等関係法による指定を受けた地域等、医師の確保が困難と判   

断できる地域に所在する医療機関について、都道府県知事が、全国一律   

のものより緩やかな独自の医師配置標準を設定できる制度を新設する。  

○ 診療報酬においては、医師や看護師等に係る医療法上の人員配   

置標準を基準に、標準数を一定の比率以上に欠く場合に適用され   

る減額措置を細かく定めている。（参考3）  

これらの比率は、医療法において設定されているものではない   

ことから、このような評価の在り方について、診療報酬体系の簡   

素化の観点も踏まえつつ、根本的に見直すことを検討してはどう  

か。  
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O 「医療提供体制に関する意見」を踏まえ、過疎地域等について   

は都道府県知事が全国一律のものより緩やかな独自の医師配置標   

準を設定できる制度が新設された場合、そのような都道府県にあ   

る医療機関と、それ以外の都道府県にある医療機関との間で、同   

じ実人員配置数にもかかわらず異なる診療報酬が支払われること   

となるが、これについてどう考えるか。  
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2．入院診療計画の作成、医療安全対策の推進等に係る診療報酬   

について  

1）現行の診療報酬上の評価の概要  

○ 医療機関における医療安全等の体制整備等に関する診療報酬上   

の評価については、入院診療計画の作成、医療安全対策の推進等   

に係る実施内容や人員体制等を要件とし、当該要件を満たしてい   

ない場合に減算する取扱いとしている。  

＊医療機関における医療安全等の体制整備等に関する点数  

入院診療計画  未実施の場合  

院内感染防止対策  未実施の場合  

医療安全管理体制  未整備の場合  

祷癒対策  未実施の場合   

暮各点数の主な施設基準（参考1）  

・診療報酬上の評価の変遷（参考2）  

350点減算（入院中1回）   

5点減算／日   

5点減算／日   

5点減算／日  

○ 上記の点数に係る各医療機関での体制整備の状況をみると、   

・ 病院については、未実施・未整備の病院は1％程度となっ  

ており、ほとんどの病院において体制が整備されている。   

・有床診療所については、2～3割の有床診療所において体  

制が整備されていないものの、減算対象である入院患者数は  

1割に満たない。（参考3）   



2）医療提供体制の改革の方向性について  

○ 社会保障審議会医療部会における「医療提供体制に関する意見」   

では、入院診療計画の作成を義務規定とすることや、医療安全体   

制の確保を管理者の責務規定とする方向性が示されている。   

平成17年12月2日 社会保障審議会医療部会「医療提供体制に関する  

意見」抜粋  

【診療情報の提供の推進と患者の選択の尊重】   

○ 医療機関の管理者に対し、入院時の入院診療計画の策定及び患者への交   

付・説明を義務づけるとともに、退院時における、退院後の保健医療サー   

ビス・福祉サービス等に関する計画の策定及び退院患者への交付・説明に   

ついての努力義務規定を、医療法に新設する。   

【医療安全対策の総合的推進】   

○ まず、医療の質と安全性の向上の観点から、   

① 現行の病院及び有床診療所に加え、無床診療所、歯科診療所、助産所  

についての安全管理体制についての基準を新設する。   

② 病院、診療所及び助産所に対し、院内感染制御体制についての基準を  

新設する。  

○ 入院診療計画の策定、院内感染防止対策の実施、医療安全管理   

体制の整備及び祷療対策の実施に係る評価については、ほとんど   

の医療機関において体制が整備されていることや、「医療提供体制  
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に関する意見」において義務化の方向性が示されていること等を  

踏まえ、入院基本料の算定要件とするなど、根本的に見直すこと  

を検討してはどうか。  
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